
令和３年（２０２１年）９月１７日（金）

共同経営推進室

高田 晋（熊本都市バス株式会社）

中部運輸局令和3年度地域交通マネージャー勉強会



共同経営に至るまでの経緯と共同経営計画(第1版)について

コロナ禍における、熊本県バス会社5社の状況について



5社で熊本県内の約7万5千人の移動を支えている

サクラマチ クマモト
2019年9月開業

熊本駅アミュプラザ
2021年4月開業
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▲41人

▲60人

▲71人 ▲45人

H30年運転士県内の運行系統

熊本におけるバス交通のあり方
検討会において、熊本地域の“あ
るべきバス路線網”や経営問題の
解消策を検討

（公共交通の課題・将来の見通し）
3～5年先のサービス提供を維持
できない可能性が危惧され、今後
の人口減少・超高齢社会を見据え
た公共交通ネットワークの維持・
拡充策が必要

資料：各社雇用・退職等実績資料（各年）

（熊本地域の乗合バスを取り巻く現状）



2004年～2008年
熊本市交通局から競合路線バス8路線54系統の民間事
業者への移譲開始（平成20年4月完了）

2009年～2014年

・民間3社による共同出資で都市バス設立

・市営の民間移譲の受け皿としての役割・運行管理

体制の一元管理を含むバス路線網再編の中心的役割

2009年～2018年
「バス交通のあり方検討協議会」（熊本市設置）、
「熊本都市バスを中心とした運行体制の再編」を提言
し、2015年「熊本地域公共交通網形成計画」策定（熊
本市・嘉島町）

路線とダイヤについての歴史

県

2003年
県が中心となり、熊本市、事業者とともに「都市圏バス
路線に関する検討会議」を設置
⇒「競合路線の整理」、「バス網の再編」、「バス運行
体制の見直し」の３つを柱に掲げ検討。

熊本市 民間バス事業者市交通局
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市交通局移譲はできたが、運行効率化までは…
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・都市バス本社を執務室として活用
・パソコン等事務品は都市バスが用意
・分析ツールを今年度整備し活用

週に1度
共同経営推進室
担当者会議

月に1度、
社長会、部長級会
議（県、熊本市の
交通政策課や市交

通局参加）

熊本市長、
県の担当部長へ

報告会

プロセス



分かりやすく利用しやすい

新規路線やニーズに沿った

増便を進めていきます。

需要に応じてバスとコミュ

ニティ交通等が役割を分担

し、NW全体を維持します。

バス同士や鉄軌道との重複

区間等で、需給バランスの

最適化を図ります。

共通定期券、乗継割引の拡

充、均一運賃制などの検討

を進めていきます。

現在の5社の垣根にとらわ

れず、常に運転士や車両の

最適配置を検討します。

バスレーンの導入とともに、

バス路線の幹線支線化を進

めます。

この実現に向けて鉄軌道事業者・タクシー事業者・関係機関・地元自治体等とも緊密な連携が必要



(1)九州産交バス株式会社
(2)産交バス株式会社
(3)熊本電気鉄道株式会社

(4) 熊本バス株式会社
(5) 熊本都市バス株式会社

重複区間の効率化等により、収益性は約31百

万円の改善、サービス維持に必要な人員5.6人/

日・車両4.7台/日の軽減

利用者利便の水準を維持しつつ、対象55系統

のサービス維持

令和3年4月1日～令和6年3月31日までの3年間

≪凡例≫
：計画区域
：対象路線
：その他路線
：重複区間

〈重複区間〉
複数のバス事業者の路線
が競合し、各方面の路線
が集まる幹線区間



会社間を跨いだ運行主体・ダイヤ・路線等の最適化

⇒利便性の維持・向上、運行の効率化

捻出した運転士・車両は熊本駅ビル開業に合わせて活用

⇒新規需要への対応、サービスの向上

収益性、効率化の改善

⇒収益性は約31百万円の改善、サービス維持に必要な人員
5.6人/日・車両4.7台/日の軽減
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会社間を跨いだ運行主体・ダイヤ・路線
等の改善 ⇒利便性の維持・向上、運行の
効率化





平日従前ダイヤ

179便

↓
新ダイヤ

215便
（120％増）

捻出する運転士・車両は駅ビル開業に合わせて活用
⇒新規需要への対応、サービスの向上

2020
2021



共同経営あり 共同経営なし 収支改善効果

①収入 ②支出 ③収支 ④収入 ⑤支出 ⑥収支 ③－⑥

Ｒ３年度 12.9億 16.6億 ▲3.7億 13.0億 17.0億 ▲4.0億
0.3億円

（収支改善）

Ｒ４年度 12.9億 17.0億 ▲4.1億 13.0億 17.4億 ▲4.4億
0.3億円

（収支改善）

Ｒ５年度 13.0億 17.4億 ▲4.4億 13.1億 17.8億 ▲4.7億
0.3億円

（収支改善）

合計 ー ー ▲12.2億 ー ー ▲13.1億
約1.0億円

（収支改善）

■重複区間４方向の収支見込み

＜参考＞計画期間３年間における重複区間４方向・各社収支の合計値。対象５５系統のＨ２９～Ｒ１（３か年）の年平均増減率を使用。利用者数＋1.1％/年、
収益＋0.4％/年、費用（会社毎）＋1.4％～＋7.0％。費用（過去３か年）の主な増加要因は、サービス縮小に伴い１km当たりの単価が上昇（サービ
ス縮小度合いに比べ固定費がの減少度合いが小さいため相対的に上昇）するため。

※コロナの影響（見込収入１割減を想定）を加味した場合も同等の効果を見込む。

これらの取組を実施した場合、年間約３０００万円、計画期間内で約１億円の収支改
善効果※が得られる見込み。（⇒バスサービスの維持、経営基盤の強化）



76.2% 76.0%

85.6%
90.3%

共同経営 全路線 共同経営 全路線

利用者数 走行キロ

全路線と比較して、共同経営対象路線の利用者数の減少幅が小さく、走行キロの
削減割合が大きいことから、改善効果が出ている



2020
2021

時期 1日あたり熊本駅乗車

2020年下期 約1,527人/日

2021年上期(7月まで) 約2,010人/日

平日従前ダイヤ 平日新ダイヤ

179便⇒215便



共同経営計画第１版（重複路線の最適化）の策定

路線バス事業のデータ公表

分析システムの導入

✓ ＩＣカード（約5.5万件※１/日）・バスロケ（約830台※２ /
日）のデータ統合、簡便に分析する仕組みを構築。

✓ 路線再編、ダイヤ見直し、各社業務の効率化の推進
力となる

✓輸送人員、乗務員、収支状況、方面別の輸送人員等を直
近5年間分を5社のデータを公開した。

✓ 複数事業者でサービス調整（路線の再編、運賃の調整、ダ
イヤや便数の調整）を行った。

✓ これによりサービスの維持や拡充などを実現した。



「バス・電車１００円の日」の企画実施

まちなかループバスの試行運行（実施中）

共通定期の導入

共同経営計画第２版（電車通りの最適化）の策定

コミュニティ交通等と連携したNW維持計画の策定



共同経営に至るまでの経緯と共同経営計画(第1版)について

コロナ禍における、熊本県バス会社5社の状況について
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年度 2015年度(H27) 2016年度(H28) 2017年度(H29) 2018年度(H30) 2019年度(R1) 2020年度(R2)

収入(億円) 63 55 59 57 57 43
費用(億円) 91 90 90 91 90 88
収支(億円) ▲28 ▲35 ▲31 ▲34 ▲33 ▲45



年度
2015年度
(H27)

2016年度
(H28)

2017年度
(H29)

2018年度
(H30)

2019年度(R1) 2020年度(R2)

行政支援額
(億円)

27.1 28 28.4 29.1 30.3 35.9 



①車内の消毒
②バス車内の換気
③運転席横にビニールカーテン設置
④運転士のマスク着用や
乗務前の体温チェック

・雇用調整助成金 ・持続化給付金
・家賃支援給付金
・地域公共交通における感染拡大防止対策

熊本県公共交通応援事業
（令和2年8月補正、令和3年6月補正）

○対象機関：地域鉄道、路線バス、高速バ
ス、定期航路、貸切バス

・福祉カード事業の事業者負担の軽減
・補助金算定方式における見直し
（事前算定⇒実績算定）


